
公益法人の
区分

国所管、都道府県
所管の区分

応札・応募者数

対電磁波評価用ミサイル
シーカ補用品の製造

１式

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁
新世代装備研究所
総務課長
木村　浩一
東京都世田谷区池尻１－２
－２４

令和8年5月11日

株式会社東芝

神奈川県川崎市幸区堀川町
７２－３４

2010401044997

本件の履行にあたっては、
対電磁波評価用ミサイル
シーカの設計・製造に関す
る知識及び技術を有する者
が実施することが必要不可
欠であるが、公募を実施し
た結果、本要件を満たすの
は㈱東芝１者のみであった
ため。（会計法第29条の3第
4項）

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
れるおそれがある
ため公表しない

55,149,600 -

平面波合成方式によるＲＣ
Ｓ計測技術に関する検討作
業

１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁
新世代装備研究所
総務課長
木村　浩一
東京都世田谷区池尻１－２
－２４

令和8年5月19日

７Ｇ　ａａ株式会社

茨城県つくば市千現２－１
－６

3010001204430

本件の履行にあたっては、
平面波合成方式によるＲＣ
Ｓ計測技術(モノスタテイッ
ク方式＆バイスタティック
方式)に関する知識を有して
いることが必要不可欠であ
るが、公募を実施した結
果、本要件を満たすのは７
Ｇ　ａａ㈱１者のみであっ
たため。（会計法第29条の3
第4項）

31,845,000 31,790,000 99.827%

８１ｍｍ迫撃砲弾の点火薬
筒取り外し等作業

１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁
新世代装備研究所
総務課長
木村　浩一
東京都世田谷区池尻１－２
－２４

令和8年5月25日

ダイキン工業株式会社

大阪府大阪市北区梅田１－
１３－１　大阪梅田ツイン
タワーズ・サウス

8120001059660

本件の履行にあたっては、
８１ｍｍＭ、ＪＭ４１Ａ１
榴弾、信管なしの機能・性
能及び構造に関する知識及
び技術を有していることが
必要不可欠であるが、公募
を実施した結果、本要件を
満たすのはダイキン工業株
１者のみであったため。
（会計法第29条の3第4項）

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
れるおそれがある
ため公表しない

2,339,480 -

協調制御ロバストネット
ワーク実験装置の性能確認
試験のための技術支援
（１）（その１）

１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁
新世代装備研究所
総務課長
木村　浩一
東京都世田谷区池尻１－２
－２４

令和8年5月26日
日本電気株式会社

東京都港区芝５－７－１
7010401022916

本件の履行にあたっては、
協調制御ロバストネット
ワーク実験装置の試作契約
での成果を継承し、当該調
達に必要となる技術又は知
識等を有していることが必
要不可欠であるが、公募を
実施した結果、本要件を満
たすのは日本電気㈱１者の
みであったため。（会計法
第29条の3第4項）

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
れるおそれがある
ため公表しない

8,338,770 -

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びにそ
の所属する部局の名称及び所

在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称
及び住所

法人番号
随意契約によることとした会
計法令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

予定価格 契約金額 落札率
再就職の役
員の数

公益法人の場合

備考

付紙様式第４



公益法人の
区分

国所管、都道府県
所管の区分

応札・応募者数

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びにそ
の所属する部局の名称及び所

在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称
及び住所

法人番号
随意契約によることとした会
計法令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

予定価格 契約金額 落札率
再就職の役
員の数

公益法人の場合

備考

協調制御ロバストネット
ワーク実験装置の性能確認
試験のための試験準備・
データ解析役務（１）

１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁
新世代装備研究所
総務課長
木村　浩一
東京都世田谷区池尻１－２
－２４

令和8年5月27日
日本電気株式会社

東京都港区芝５－７－１
7010401022916

本件の履行にあたっては、
シナリオ試験を実施するこ
とから陸自の部隊運用を理
解しつつ、広帯域多目的無
線機への知識及び協調制御
口バストネットワーク実験
装置のアルゴリズム(電磁環
境情報推定に必要なパラ
メータ)に関する知識及び技
術を有していることが必要
不可欠であるが、公募を実
施した結果、本要件を満た
すのは日本電気㈱１者のみ
であったため。（会計法第
29条の3第4項）

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
れるおそれがある
ため公表しない

67,606,000 -

※公益法人の区分において、「公財」は「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。


